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メガソーラーによる森林損失のライフサイクル CO2 分析 

要約 

森林を伐採してメガソーラーを建設する場合に、温暖化対策としての効果がどの程度損なわれるかを概算

する。太陽光発電は発電時に CO2を直接排出しないが、設備の製造には CO2排出が伴う。さらに森林で

は、立木・根系・枯死有機物・鉱質土壌に炭素が蓄積されており、開発によってその一部が大気中に放出

される。また、森林が毎年 CO2を吸収する働きや、森林土壌がメタンを吸収する働きも失われる。 

CO2については、林野庁および日本学術会議の森林多面的機能資料における CO2吸収機能の考え方を踏ま

え、36～40年生スギ人工林 1ha当たりの炭素蓄積量 304t-CO2/haおよび年間吸収量 8.8t-CO2/ha/年を用いた。

土壌・枯死有機物については、環境省の温室効果ガスインベントリ関係資料における森林から開発地への

転用係数を用いた。太陽光発電側は、設備利用率 17.2%、過積載率 130%、土地利用密度 0.67MW/haを主

計算とした。 

森林炭素ストック（立木・土壌・枯死有機物）が全量 CO2となって放出されると想定した場合、認可容量

1MW当たりの森林炭素ストック放出量は約 784t-CO2、太陽光発電設備製造時排出を合算した建設に伴う

CO2放出量は約 3,629t-CO2となる。政府計画における 2030年度の電力排出係数を用いると、森林の年間

CO2吸収フローの喪失を差し引いた CO2回収年数は約 10.0年である。これは設備利用率が 12%と低い場

合の感度分析では約 14.5年に延びる。以上のことから、森林伐採を伴うメガソーラー建設においては、太

陽光発電設備製造時だけではなく、森林伐採による CO2放出も無視できる水準とは言えず、これを明示的

に計算に含めた上で個々の事業についてどの程度の CO2削減になるのか検討する必要がある。 
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1. はじめに 

太陽光発電は、発電時に CO2を直接排出しない。このため、太陽光発電の導入拡大は温暖化対策として評

価される。しかし、発電設備の製造段階では温室効果ガスが排出される。さらに、メガソーラーは広い土

地を必要とするため、森林、草地、湿原などの自然資本を改変する場合には、土地利用変化に伴う炭素収

支も考慮しなければならない。 

本稿では、森林を伐採してメガソーラーを建設する場合を対象に、太陽光発電設備製造時排出、森林炭素

ストックの放出、森林の CO2吸収フロー喪失を組み込んだ CO2回収年数を概算する。ここでいう CO2回

収年数とは、建設前後に発生または失われる累積的な炭素負債を、太陽光発電による年間の CO2削減量に

よって何年で相殺できるかを示すスクリーニング指標である。 

本稿の計算は、個別地点の実測値に基づく確定評価ではない。森林の樹種、林齢、蓄積量、伐採方法、伐

根・残材処理、土壌型、斜面造成、排水、表面侵食、積雪、出力抑制、メンテナンス状況等によって、実

際の値は大きく変わり得る。したがって、本稿の目的は、森林改変を伴う太陽光発電事業について、事業

者、行政、地域社会が個別案件で確認すべき論点とそのオーダーを示すことにある。 

2. 森林の炭素機能：ストックとフロー 

森林の炭素機能は、少なくとも二つに分けて評価する必要がある。第一は、すでに森林生態系に蓄積され

ている炭素ストックである。森林の多面的機能資料は、森林の二酸化炭素吸収機能を、森林バイオマスの

増量から二酸化炭素吸収量を算出する方法で評価している[1][2]。本稿では貨幣評価額ではなく、その背後

にある物理量、すなわち森林バイオマスおよび土壌等の炭素ストックを用いる。 

森林炭素ストックには、立木の地上部・地下部バイオマスだけでなく、枯死木、リター、鉱質土壌の有機

炭素が含まれる。環境省の温室効果ガスインベントリ資料も、土地利用・土地利用変化・林業（LULUCF）

の算定において、地上部バイオマス、地下部バイオマス、枯死木、リター、土壌、有機質土壌等の炭素プ

ールを区分している[5]。 

第二は、森林が毎年 CO2を吸収するフローである。林野庁資料では、適切に手入れされている 36～40年

生のスギ人工林について、1ha当たりの蓄積量を約 304t-CO2、年間 CO2吸収量を約 8.8t-CO2/ha/年として

いる[3]。ストックの喪失は造成時または造成後の一定期間に発生する累積的な炭素負債である。他方、年

間 CO2吸収フローの喪失は、森林機能が損なわれている限り毎年発生する機会費用である。 

このため、本稿では、初期炭素負債と年間純 CO2削減量を明確に分けて扱う。 

初期炭素負債 ＝ 太陽光発電設備製造時排出 ＋ 森林炭素ストック放出 
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年間純 CO2削減量 ＝ 太陽光発電による代替発電 CO2削減量 − 森林 CO2吸収フロー喪失 

メタンおよび亜酸化窒素は重要であるが、本稿の主計算には含めない。森林土壌は一般に CH4を吸収し、

N2Oを放出するが、その大きさは土壌型、含水率、施業、造成方法に依存する[7]。本稿では、これらを個

別案件で追加的に評価すべき項目として扱う。 

3. 使用する数値 

本稿では、評価単位を認定出力 1MW(1MW-AC)の事業用太陽光発電設備とする。太陽光発電側の発電量は、

政府資料に示された事業用太陽光の設備利用率 17.2%を直接用いて計算する[13]。すなわち、年間発電量は

次の通りである。 

1,000kW × 8,760時間/年 × 17.2% ＝ 1,506,720kWh/MW-AC/年 

2020年の電力排出係数は、電気事業低炭素社会協議会の 2021年度フォローアップ資料に示された 2020年

度の調整後 CO2排出係数 0.441kg-CO2/kWhを用いる[15]。2030年については、政府の 2030年度エネルギ

ー需給見通しに基づく全電源平均排出係数 0.250kg-CO2/kWhを用いる[16]。したがって、主計算における

太陽光発電による年間 CO2削減量は、2020年排出係数では 664.5t-CO2/MW-AC/年、2030年排出係数では

376.7t-CO2/MW-AC/年である。 

太陽光発電設備製造時排出については、中国製単結晶シリコン PERCモジュールについて示された 433kg-

CO2e/m2、出力 197.84Wp/m2を用いる[9]。これを DC出力あたりに換算すると、2.1886kg-CO2e/Wp-DCで

ある。発電コスト検証ワーキンググループ資料は、太陽光の諸元が AC ベースであることを明記した上で、

参考値として事業用太陽光の過積載率を 130%としている[14]。そこで本稿では、1MW-ACあたりの太陽光

モジュール容量を 1.30MWp-DCとし、太陽光発電設備製造時排出を 2,845t-CO2e/MW-ACとする。 

なお政府資料の設備利用率 17.2%は ACベースの値であるため、過積載の影響を含んだ発電量指標として

扱う。過積載率 130%は、AC容量 1MWの設備に搭載される DCモジュール容量を推計し製造時排出を計

算するために用いる。 

土地利用密度は、経済産業省資料が森林改変面積から太陽光発電容量を推計する際に用いた 0.067GW/km2

を単位換算し、0.67MW/ha とする[17]。したがって、1MW-AC あたりの占有面積は 1/0.67=1.4925ha である。 

表 1 主計算の前提 

項目 値 出所・計算方法 

評価単位 1MW-AC 発電コスト検証 WG資料では、太陽光の諸元は交流

側出力（AC）で整理。本稿の 1MWは認定・認可出

力 1MWを指す[13][14]。 
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主計算の設備利用率 17.2% 発電コスト検証 WG資料の事業用太陽光モデルプラ

ントの設備利用率[13]。 

主計算の年間発電量 1,506,720kWh/MW-AC/年 認定・認可出力 1,000kW × 8,760時間 × 17.2%。 

2020年排出係数 0.441kg-CO2/kWh 2020年度の電気事業者の調整後 CO2排出係数

[15]。 

2030年排出係数 0.250kg-CO2/kWh 2030年度エネルギー需給見通しを踏まえた全電源

平均排出係数[16]。 

年間 CO2削減量（2020年） 664.5t-CO2/MW-AC/年 1,506,720kWh × 0.441kg-CO2/kWh ÷ 1,000。 

年間 CO2削減量（2030年） 376.7t-CO2/MW-AC/年 1,506,720kWh × 0.250kg-CO2/kWh ÷ 1,000。 

太陽光発電設備製造時排出原単位 2.1886kg-CO2e/Wp-DC 中国製単結晶シリコン PERCモジュールの文献値を

出力あたりに換算：433kg-CO2e/m2 ÷ 

197.84Wp/m2[9]。 

過積載率 130% 発電コスト検証 WG資料の参考値。50kW以上・

2020年設置 FIT案件の中央値[14]。 

太陽光発電設備製造時排出 2,845t-CO2e/MW-AC 1MW-ACあたり 1.30MWp-DCのモジュールを搭載

するとして、2.1886kg-CO2e/Wp-DC × 

1,300,000Wp。 

土地利用密度 0.67MW/ha 経産省資料の 0.067GW/km2を換算：0.067GW/km2 

= 67MW/km2 = 0.67MW/ha[17]。 

1MWあたり占有面積 1.4925ha/MW-AC 1 ÷ 0.67MW/ha。 

森林バイオマス炭素蓄積量 304t-CO2/ha 林野庁資料の 36～40年生スギ人工林の蓄積量[3]。 

森林の CO2吸収量 8.8t-CO2/ha/年 同じく 36～40年生スギ人工林の年間 CO2吸収量

[3]。 

鉱質土壌炭素ストック喪失 175.6t-CO2/ha 森林土壌 76.0t-C/ha、開発地 28.1t-C/haの差 47.9t-

C/haを CO2換算[6]。 

枯死有機物炭素ストック喪失 45.5t-CO2/ha 枯死木 7.5t-C/ha、リター4.9t-C/haを CO2換算[6]。 

森林炭素ストック合計 525.1t-CO2/ha 立木 304 + 鉱質土壌 175.6 + 枯死有機物 45.5。 

森林炭素ストック放出量 783.7t-CO2/MW-AC 1.4925ha/MW-AC × 525.1t-CO2/ha。 

森林 CO2吸収フロー喪失 13.13t-CO2/MW-AC/年 1.4925ha/MW-AC × 8.8t-CO2/ha/年。 

低位発電量ケース 設備利用率 12% NEDO資料で国内非住宅用太陽光の 2012年実績が

12%とされるため、低位発電量の感度分析として使

用[18]。 

林野庁資料における 304t-CO2/haおよび 8.8t-CO2/ha/年は、36～40年生のスギ人工林の例であり、森林全体

の平均値または上限値・下限値を表すものではない[3]。本稿では、森林の多面的機能資料における CO2吸
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収機能の考え方と整合させるため、この代表例を用いる。個別案件では、樹種、林齢、立木密度、材積、

伐採面積、伐採後の木材利用を確認する必要がある。 

また、土壌炭素ストック喪失は、森林から開発地への転用に伴う 20年遷移を前提にした環境省資料の値に

基づく[6]。本稿では累積炭素負債の大きさを示すため、これを初期炭素負債として扱うが、実際の排出経

路は造成後の時間とともに発生する。太陽光発電設備製造時排出は文献上 CO2換算量、すなわち CO2eで

示されている。本稿では、森林炭素ストックおよび CO2吸収フローと合わせて比較するため、表では t-

CO2eまたは t-CO2と表記する。 

4. 計算方法 

メガソーラーの AC設備容量を 1MW、土地利用密度を D（MW/ha）とする。1MWあたり占有面積 Aは、 

A ＝ 1 / D 

である。主計算では D=0.67MW/haであるから、 

A ＝ 1 / 0.67 ＝ 1.4925ha/MW-AC 

となる。森林炭素ストックは、立木等の生体バイオマス、鉱質土壌、枯死有機物に分ける。主計算では、 

S_tree ＝ 304t-CO2/ha 

S_soil ＝ (76.0 − 28.1)t-C/ha × 44/12 ＝ 175.6t-CO2/ha 

S_dom ＝ (7.5 ＋ 4.9)t-C/ha × 44/12 ＝ 45.5t-CO2/ha 

とし、森林炭素ストック Sは、 

S ＝ S_tree ＋ S_soil ＋ S_dom ＝ 525.1t-CO2/ha 

である。このうち大気中に放出される比率を ρとすると、森林炭素ストック放出量 E_stockは、 

E_stock ＝ A × S × ρ 

である。A=1.4925ha/MW-AC、S=525.1t-CO2/haであるから、ρ=1、すなわち全量放出の場合には、 

E_stock ＝ 1.4925 × 525.1 ＝ 783.7t-CO2/MW-AC 

となる。太陽光発電設備製造時排出を E_pv=2,845t-CO2e/MW-ACとすると、初期炭素負債 E_initialは、 

E_initial ＝ E_pv ＋ E_stock 

である。森林の CO2吸収フロー喪失 E_flowは、森林の CO2吸収量 F=8.8t-CO2/ha/年を用いて、 

E_flow ＝ A × F ＝ 1.4925 × 8.8 ＝ 13.13t-CO2/MW-AC/年 
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となる。太陽光発電による年間 CO2削減量を Rとすると、メタン等を主計算から外した場合の年間純

CO2削減量 Nは、 

N ＝ R − E_flow 

である。したがって、CO2回収年数 Tは、 

T ＝ E_initial / N 

となる。なお、この計算では、森林炭素ストックの放出を初期炭素負債として扱っている。実際には、伐

採木が建築材等として利用されれば一部の炭素は木材製品に残る。また、土壌炭素の酸化は造成時に一括

して起きるとは限らず、造成後に長期間継続する場合がある。したがって、Tは厳密な年次排出経路では

なく、累積炭素負債を用いたスクリーニング指標である。 

5. 主計算結果 

表 2に、森林炭素ストック放出率を 0%、25%、50%、100%とした場合の CO2回収年数を示す。主計算の

設備利用率は 17.2%であり、年間発電量は 1,506,720kWh/MW-AC/年である。 

表 2 森林炭素ストックを考慮した CO2回収年数（1MW-ACあたり、設備利用率 17.2%） 

森林炭素ストック放出率 ρ 森林炭素ストック放出量 初期炭素負債 回収年数：2020年排出係

数 

回収年数：2030年排出係

数 

0% 0t-CO2 2,845t-CO2e 4.4年 7.8年 

25% 196t-CO2 3,041t-CO2e 4.7年 8.4年 

50% 392t-CO2 3,237t-CO2e 5.0年 8.9年 

100% 784t-CO2 3,629t-CO2e 5.6年 10.0年 

森林炭素ストックを全く考慮しない場合でも、森林の年間 CO2吸収フロー喪失を差し引くと、2030年排

出係数での回収年数は 7.8年である。これは、太陽光発電設備製造時排出だけを初期炭素負債に入れ、森

林炭素ストック放出をゼロとした場合の値である。 

森林炭素ストックの 25%が放出されるだけでも、2030年排出係数での回収年数は 8.4年となる。50%放出

では 8.9年、全量放出では 10.0年となる。すなわち、森林改変を伴う場合には、太陽光発電設備製造時排

出だけを見た場合よりも、CO2回収年数は有意に延びる。 

この結果の直観は明確である。森林の年間 CO2吸収フロー喪失は 13.13t-CO2/MW-AC/年であり、年間の太

陽光発電による CO2削減量に比べると小さい。しかし、立木、土壌、枯死有機物に蓄積された森林炭素ス

トックは 783.7t-CO2/MW-ACという規模であり、太陽光発電設備製造時排出 2,845t-CO2e/MW-ACの約
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28%に相当する。したがって、森林 LCAでは、森林炭素ストックを無視すれば、初期炭素負債を過小評価

することになる。 

6. 発電量に関する感度分析 

主計算では、政府資料に基づく事業用太陽光の設備利用率 17.2%を用いた[13]。一方、NEDO資料では、国

内非住宅用太陽光発電の設備利用率について、2012年に 12%、その後 2018年に 15.9%まで上昇した値が

示されている[18]。このため、本稿では 12%を現在の標準値としてではなく、発電量が低い場合の感度分

析ケースとして用いる。 

設備利用率 12%では、1MW-ACあたり年間発電量は 1,051,200kWhであり、2020年排出係数 0.441kg-

CO2/kWhで 463.6t-CO2/MW-AC/年、2030年排出係数 0.250kg-CO2/kWhで 262.8t-CO2/MW-AC/年の CO2削

減となる。表 3に、森林炭素ストック全量放出の場合について、発電量前提を変えた感度分析を示す。 

表 3 発電量前提による感度分析（森林炭素ストック 100%放出） 

ケース 設備利用率 年間発電量 年間 CO2削減量：

2020年 

年間 CO2削減量：

2030年 

回収年数：2020年 回収年数：2030年 

主計算 17.2% 150.7万 kWh/MW-

AC/年 

664.5t-CO2/年 376.7t-CO2/年 5.6年 10.0年 

低位発電量ケース 12.0% 105.1万 kWh/MW-

AC/年 

463.6t-CO2/年 262.8t-CO2/年 8.1年 14.5年 

この感度分析は、森林立地の案件評価では重要である。山間部の案件では、積雪、日射、斜面方位、設備

設計、出力抑制、メンテナンス等により、実際の設備利用率が案件ごとに異なる。仮に設備利用率が 12%

にとどまるなら、2030年排出係数を用いた CO2回収年数は 14.5年まで延びる。これは、森林を改変して

建設されるメガソーラーの温暖化対策上の効果が、発電量前提に強く依存することを意味する。 

7. 土地利用密度に関する感度分析 

土地利用密度も結果に影響する。主計算の 0.67MW/haは、1MW-ACあたり約 1.49haである。仮に土地利

用密度が 0.45MW/haに低下すると、1MW-ACあたりの占有面積は 2.22haに増える。これは、管理道路、

法面、残土置場、調整池、送電・接続設備、防災施設等を広く含める場合、または傾斜地で施工上の制約

が大きい場合に起こり得る感度分析上の仮定である。 

表 4 土地利用密度に関する感度分析（森林炭素ストック 100%放出、設備利用率 17.2%） 

ケース 土地利用密度 1MWあたり占有面積 森林炭素ストック放出

量 

森林 CO2吸収フロー喪

失 

回収年数：2030年 
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主計算 0.67MW/ha 1.49ha 784t-CO2 13.1t-CO2/年 10.0年 

低密度ケース 0.45MW/ha 2.22ha 1,167t-CO2 19.6t-CO2/年 11.2年 

土地利用密度が 0.45MW/haで、森林炭素ストック全量放出を仮定すると、森林炭素ストック放出量は

1,167t-CO2/MW-ACとなる。主計算と同じ設備利用率 17.2%を用いても、2030年排出係数での CO2回収年

数は 11.2年となる。したがって、森林改変を伴うメガソーラーでは、単に設備容量だけでなく、1MWあ

たり何 haの森林機能を失わせるかが重要である。 

8. メタン等の扱い 

本稿の主計算では、メタン、亜酸化窒素、伐採残材の分解経路、木材製品への炭素移転、溶存有機炭素の

流出等を数値に含めていない。これは、これらの項目が重要でないからではなく、個別地点の土壌型、水

分条件、伐採方法、造成方法、残材処理、排水、裸地期間に強く依存し、全国平均値だけでは一律に置け

ないためである。 

森林総合研究所の資料では、日本の森林土壌全体で、1ha当たり年間 7.1kgの CH4を吸収し、0.2kgの N2O

を放出していると推定されている[7]。IPCC AR6の 100年地球温暖化係数を用いるなら、生物起源 CH4は

27、N2Oは 273である[8]。したがって、1MW-ACあたり 1.4925haの森林を失う場合、森林土壌の CH4吸

収機能喪失は約 0.29t-CO2e/MW-AC/年に相当する。これは森林 CO2吸収フロー喪失 13.13t-CO2/MW-AC/年

に比べると小さい。 

一方で、N2Oについては単純ではない。森林土壌が放出していた N2Oが森林伐採後に減る可能性もある

が、造成、裸地化、土壌攪乱、排水、植生管理によって N2O収支が変わる可能性もある。このため、個別

案件の LCAでは、少なくとも以下を確認すべきである。 

伐採木が木材製品として利用される比率と、燃焼・廃棄・腐朽までの時間スケール 

伐根、枝条、表土、リターの処理方法と、造成地内外での分解・焼却の有無 

造成・切土・盛土・法面形成による鉱質土壌炭素の酸化と表土流出 

排水、裸地化、除草管理による土壌水分・地温・微生物活動の変化 

CH4吸収機能の喪失、N2O排出の増減、溶存有機炭素の流出 

森林復元可能性、事業終了後の土地回復、回復までの時間スケール 

森林の場合、湿原・泥炭地と異なり、メタンは主計算の結果を大きく左右する主因ではない。ただし、非

CO2温室効果ガス、木材製品、残材処理、土壌攪乱を無視してよいという意味ではない。森林改変を伴う

案件では、少なくとも感度分析としてこれらを示す必要がある。 
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9. 結果の解釈 

本稿の主計算から、三つの示唆が得られる。第一に、森林メガソーラーの LCAでは、森林炭素ストックを

無視すれば、初期炭素負債を過小評価する。主計算では、1MW-ACあたりの森林炭素ストックは 783.7t-

CO2であり、これは太陽光発電設備製造時排出 2,845t-CO2e/MW-ACの約 28%に相当する。湿原・泥炭地

ほど支配的ではないが、無視できる大きさではない。 

第二に、電力排出係数が低下するほど、太陽光発電による年間 CO2削減量は小さくなり、初期炭素負債の

回収に時間がかかる。森林炭素ストック全量放出の場合、2020 年排出係数では回収年数は 5.6 年であるが、

2030年排出係数では 10.0年となる。脱炭素化が進むほど、自然資本を破壊して再エネを導入することの炭

素上の正当化は難しくなる。 

第三に、森林の年間 CO2吸収フロー喪失は、単独では 13.13t-CO2/MW-AC/年であり、太陽光発電の年間

CO2削減量に比べると小さい。しかし、これは森林の価値が小さいことを意味しない。森林は CO2吸収以

外にも、土壌保全、水源涵養、洪水緩和、水質浄化、景観、レクリエーション、生物多様性保全、木材生

産等の生態系サービスを持つ[1][2]。炭素だけの LCAは、森林損失の社会的費用の一部にすぎない。 

したがって、森林改変を伴うメガソーラーでは、太陽光モジュールの LCAだけを示して「CO2を削減す

る」と説明するのでは不十分であり、森林伐採に伴う CO2排出量を明示的に評価する必要がある。 

10. おわりに 

本稿は、森林改変を伴うメガソーラーについて、林野庁資料に示された 36～40年生スギ人工林の炭素蓄積

量と CO2吸収量、および環境省資料の森林から開発地への転用係数を用いて、ライフサイクル CO2収支

を概算した。主計算では、設備利用率 17.2%、土地利用密度 0.67MW/ha、1MW-ACあたり占有面積

1.4925haとした。森林炭素ストックは 783.7t-CO2/MW-ACとなる。これが全量放出される場合、太陽光発

電設備製造時排出を含む初期炭素負債は 3,629t-CO2e/MW-ACとなり、2030年排出係数を用いた CO2回収

年数は 10.0年となる。設備利用率 12%の低位発電量ケースでは、回収年数は 14.5年に延びる。 

この結果は、森林メガソーラーが常に CO2削減にならないことを示すものではない。しかし、森林炭素ス

トックと森林吸収フローを無視したまま「再エネだから環境に良い」と評価することが不適切であること

は明らかである。森林を伐採して太陽光発電を設置する場合には、太陽光モジュールの LCAだけでなく、

土地利用改変による温室効果ガス収支、生態系サービスの喪失を統合して評価しなければならない。 

政府・自治体および事業者は、森林破壊による CO2排出量の見積もりを案件ごとに明示すべきである。温

暖化対策を名目として森林を改変するなら、その事業が本当にどの程度 CO2削減に寄与するのかを住民・



 

11 

自治体・国に説明する責任がある。回収年数が 10年以上にもなるようであれば、その事業を温暖化対策と

して正当化することは容易ではない。 

温暖化対策の名の下に、温暖化対策上重要な森林を破壊することは、本末転倒になり得る。今後の再エネ

政策では、発電設備単体のコストや発電時 CO2だけでなく、立地による自然資本損失とライフサイクル

CO2を明示的に組み込む必要がある。 
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